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Ⅰ 平成２３年第３回県議会定例会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成23年度茨城県一般会計補正予算（第３号）

２ 平成23年度茨城県競輪事業特別会計補正予算（第１号）

３ 平成23年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第２号）

４ 平成23年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

５ 平成23年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第２号）

６ 平成23年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第２号）

（条例その他）

１ 茨城県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例

２ 茨城県行政組織条例の一部を改正する条例

３ 茨城県資金積立基金条例の一部を改正する条例

４ 茨城県手数料徴収条例の一部を改正する条例

５ 茨城県県税条例等の一部を改正する条例

６ 茨城県の管理する港湾の臨港地区の分区の区域内における構築物の規制に関する条例の一部を

改正する条例

７ 茨城県風致地区内における建築行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例

８ 茨城県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

９ 茨城県県立学校設置条例の一部を改正する条例

１０ 茨城県スポーツ推進審議会条例

１１ 茨城県警察職員の特別ほう賞金に関する条例の一部を改正する条例

１２ 県が行う建設事業等に対する市町の負担額について

１３ 国及び県等が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

１４ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について

１５ 工事請負契約の締結について（（仮称）那珂川新橋橋梁上部工事）

１６ 工事請負契約の締結について（水海道第一高等学校管理・普通教室棟改築工事）

１７ 工事請負契約の変更について

１８ 訴えの提起について

（認 定）

１ 平成22年度茨城県公営企業会計決算の認定について

（報 告）

１ 地方自治法第179条第１項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成２３年度９月補正予算案の概要

１ 基本的な考え方

・ 震災発生から約半年が経過し、水道・電気などのライフラインや道路、鉄道、港湾など

の基盤施設は着実に復旧が進んでいる一方で、地震直後に発生した福島第一原子力発電所

の事故は未だに収束の見通しが立っていない。

・ また、最近の我が国の経済は持ち直してきているとの見方も示されているものの、電力

供給の制約や海外景気の下振れ懸念に加え、急速な円高の進行や株価の変動等により景気

が下振れするリスクが存在するなど依然として厳しい状況が続いている。

・ こうしたなか、国においては、東日本大震災の当面の復旧対策に万全を期すため、約２

兆円の第二次補正予算を編成するとともに、東日本大震災復興基本法を公布施行するとと

もに東日本大震災からの復興の基本方針を策定した。

・ こうしたことを踏まえ、今回の補正予算は、国の補正予算に関連した事業や緊急性の高

い事業を計上し、東日本大震災からの早期復旧に引き続き全力で取り組むとともに、依

然として厳しい雇用情勢に対応するため雇用対策等について計上した。

・ また、復旧・復興に向けた取組を着実に進めるため、県独自に「東日本大震災復興基金」

を設置し、活用していくこととした。

・ 今回の補正予算の財源としては、災害復旧のための国庫補助金や県債を積極的に活用し、

所要の一般財源については、地方交付税（約１８億円）と平成２２年度からの繰越金（約

２５億円）を充当した。

・ また、本県財政は今後２年間で９０億円の財源不足が見込まれていることや、東日本大

震災からの復興には、今後多額の経費が見込まれるとともに、震災の影響による県税収入

の減少が懸念されることから、引き続き徹底した行財政改革に取り組み、財政の健全化を

強力に推進する必要がある。

２ 補正予算の規模
・ 一般会計 ５０６億６７百万円 (補正後 １兆２，２１４億７０百万円)

・ 特別会計 １億４６百万円 (補正後 ２，１５１億１８百万円)

・ 企業会計 ６億５７百万円 (補正後 １，１５５億９６百万円)

合計 ５１４億７０百万円 (補正後 １兆５，５２１億８４百万円)

※ ９月補正後一般会計予算の前年予算に対する伸び率 １０．９％

○予算の比較（一般会計） （百万円、％）

Ｈ２２ Ｈ２３ 前年度比

当 初 予 算 １，０７５，３１５ １，０４０，１１１ ９６．７

６月補正･専決後 １，０７５，３１５ １，１７０，８０３ １０８．９

９ 月 補 正 ２６，２７５ ５０，６６７ １９２．８

補 正 後 計 １，１０１，５９０ １，２２１，４７０ １１０．９
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３ 主な事業

（百万円）

（１）災害関係事業

○ 施設復旧事業 ８，１０１

一般会計分 ７，９９３

・ 三の丸庁舎災害復旧事業 ２２３

（塔屋及び４階部分の解体工事及び機械、電気設備の災害復旧工事等）

・塔 屋 ４ 階 解 体：塔屋・４階部分の解体撤去

・機械、電気設備：電気設備、機械設備、昇降機

・そ の 他 の 工 事：屋根復旧・防水工事、地階事務室改修工事

※今後、塔屋の復元及び耐震補強工事を実施し、平成24年度中の復旧完了目標

・ 県民文化センター災害復旧事業 ３７３

（大ホール、食堂棟の耐震補強及び設備等の災害復旧工事等）

・大ホール：建築工事、電気設備工事、耐震補強工事等

・食 堂 棟：耐震補強工事

・ 県立学校施設等災害復旧事業 １，５９６

（水戸第二高校及び水戸農業高校の改築設計、被災学校施設の災害復旧工事等）

・改 築 設 計：水戸第二高校校舎、水戸農業高校校舎及び寄宿舎食堂棟

・災害復旧工事：高萩高校ほか２４校

・耐震補強設計：鉾田農業高校ほか１３校

・校 地 等 整 備：日立第二高校ほか６校

・ 社会教育施設災害復旧事業 ３４６

（西山研修所等の災害復旧工事等）

・西 山 研 修 所：本館、別館及び新館の災害復旧、耐震補強工事等

・白浜少年自然の家：法面改修工事

・中 央 青 年 の 家：体育館の外壁補修等

・ 警察施設災害復旧事業 ２８６

（被災した警察署、交番、駐在所など警察施設の災害復旧工事等）

・警 察 署：石岡警察署、日立警察署など１９警察署

・交番・駐在所：潮来地区交番､大洗地区交番､戸駐在所など５交番３駐在所

・そ の 他：航空隊､免許センター､警察学校､職員宿舎等など６か所
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新 中小企業等グループ施設等災害復旧事業 ２，４００

（被災した中小企業等グループの施設、設備の復旧に対する支援）

・補助対象：復興事業計画の認定を受けた中小企業等で構成されるグループが

行う施設、設備の復旧

・補 助 率：（国１／２、県１／４）、事業主体１／４

新 医療施設災害復旧支援事業 ６９４

（被災した公的医療機関の施設、設備の応急復旧等に対する支援）

①被災地域医療提供体制特別再生事業（地域医療再生基金活用）

・補助対象：北茨城市立総合病院及び日製日立総合病院

・補助要件：国の災害復旧事業の対象とならない応急仮設工事

・補 助 率：２／３

②医療用設備災害復旧事業（地域医療再生基金活用）

・補助対象：被災した公的医療機関及び政策医療実施機関

・補助要件：国の災害復旧事業の対象とならない医療用機器の復旧

・補 助 率：公的医療機関２／３、政策医療実施機関１／２

新 鉄道災害復旧支援事業 ４２５

（震災により大きな被害を受けた県内第三セクター鉄道の復旧に対する支援）

・補助対象：鹿島臨海鉄道（株）、ひたちなか海浜鉄道（株）

・補助要件：復旧費が運輸収入の１０％以上

・補 助 率：国１／４、（県１／４）、事業主体１／２

新 共同利用漁船等復旧支援対策事業 ６７

（被災した漁業協同組合の定置網や漁船の整備に対する支援）

・対象団体：漁業協同組合

・対象施設：定置網、漁船

・補 助 率：（国１／３、県１／３）、事業主体１／３

拡 水産業共同利用施設復旧支援事業 ４６

（被災した水産業共同利用施設の復旧に必要な機器類等の整備に対する支援）

・対象団体：漁業協同組合等

・対象施設：フォークリフト等の特殊車両、製氷施設（応急修繕）

・補 助 率：（国１／２）、事業主体１／２
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新 私立学校震災対策事業 ９９０

（被災した私立学校が実施する災害復旧に対する支援）

・補助対象：被災した私立学校（通常の経常費補助とあわせて配分）

・補 助 率：災害復旧費（災害査定額）の１／６

※別途、国から私立学校に１／２が直接交付され、今回の補助とあわせて公

立学校並の２／３補助となる。

・ 施設整備事業（競輪事業特別会計） １０８

（被災したメインスタンド解体工事の前倒し実施等）

・工事内容：メインスタンド解体工事、選手管理棟耐震工事など

※施設改修計画（Ｈ21～Ｈ26）の前倒し実施

（平成24年9月レース再開目標）

○ 東日本大震災復興基金事業

新 東日本大震災復興基金積立金 １，７０２

（東日本大震災からの復旧、復興等の事業に要する経費に充てるための基金設置）

・積立原資：県民や企業などからの寄附

・基金総額：１７億円

新 いばらき周遊観光促進事業 ４４

（県内観光客回復のための団体旅行者向け周遊観光バスの提供）

・対 象：首都圏及び茨城空港就航先等からの団体旅行

・利用条件：・県内宿泊施設への宿泊、県内観光施設等の周遊

・２０名以上の利用

新 サッカーによるいばらき震災復興事業 ４

（被災地域の活性化を図るためのプロ選手によるサッカー教室の開催など）

・目 的：プロサッカー選手とのふれあいを通した子どもたちの夢づくり

・内 容：①プロサッカー選手によるサッカー教室

②被災した子どもをホームゲーム観戦招待

③サッカー合宿地いばらきのＰＲ

拡 いばらきの農林水産物イメージアップ事業 １０

（県産食材の利用促進及び県産農林水産物安全性のＰＲのためのイベントの開催）

・事業内容：①首都圏料理人等を対象とした県産食材の見本市、商談会の開催

②県産品を使った調理実演・試食会、交流会の開催

・開催場所等：都内ホテル予定、秋・冬２回開催
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・ 災害関連事業（公共）（復興基金活用分） ２８２

（道路、河川等の災害関連公共事業の県負担の一部（一般財源負担相当）に活用）

[道路] 国道１１８号（那珂市） [河川] 中丸川（ひたちなか市）ほか

・ 県単都市施設災害復旧事業（公共）（復興基金活用分） １００

（偕楽園の好文亭の襖絵、建具、南崖の法面などの復旧など）

・好文亭の襖絵の解体修理、剥落防止処理や板戸、障子の補修

・南崖の法面の土留め柵の更新、南崖橋の補修

・ 学校施設保全事業（復興基金活用分） １０

（県立特別支援学校の修繕、備品購入等）

・水戸聾学校、水戸養護学校ほか４校

○ 被災者生活再建支援 ２，６７１

新 被災者生活再建支援基金拠出金 １，８５０

（被災者生活再建支援金の支出に伴う基金((財)都道府県会館)への拠出金）

①東日本大震災に係る拠出分：７１９百万円

・国の想定する支援金総額４，４００億円（国負担８０％、地方負担２０％）

・地方負担８８０億円のうち基金残高５３８億円の不足分３４２億円を追加拠出

②通常災害に備えるための拠出分：１，１３１百万円

・東日本大震災前の基金残高５３８億円まで積み戻し

拡 介護基盤緊急整備特別対策事業 １９３

（市町村が実施する被災した高齢者、障害者等への相談、援助等に対する支援）

・実施主体：市町村（市町村提案事業として実施）

・内 容：被災した高齢者や障害者の見守り活動の立上支援、介護等のサポ

ート拠点の整備等

・事 業 例：仮設住宅等の要援護者等への生活援助員設置

応急仮設住宅等への緊急通報システム整備 など

・補 助 率：１０／１０（介護基盤・処遇改善等臨時特例基金）

新 子育て世帯サポート事業 ７５

（市町村が実施する被災した子育て世帯への保育料の減免等に対する支援）

①被災子育て世帯に対する保育料の減免

・実施主体：市町村

・減免対象：所得税額４１３千円未満の世帯

・補 助 率：１０／１０（健やかこども基金）

②電力需給対策に伴い保育所等が実施する休日保育等への支援

・実施主体：市町村

・補 助 率：１／２（健やかこども基金）、県１／４、市町村１／４
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新 被災幼児就園支援事業 ７２

（市町村が実施する被災した子育て世帯への幼稚園保育料の減免等に対する支援）

・実施主体：市町村

・内 容：被災幼児の幼稚園保育料、入園料の減免等

・減免対象：震災に伴う経済的困窮者等

※所得制限 公立２５０万円程度、私立６８０万円程度（世帯収入）

・補 助 率：１０／１０（高校生修学・被災児童生徒就学等支援基金）

新 被災児童生徒就学援助事業 １４

（市町村が実施する被災した児童生徒への学用品購入等の助成に対する支援）

・実施主体：市町村

・内 容：被災した小・中学生の学用品費、通学費、修学旅行費等の支援

・対 象 者：震災に伴う経済的困窮者（要保護及び準要保護世帯）

※所得制限 ３００万円程度（世帯収入）

・補 助 率：１０／１０（高校生修学・被災児童生徒就学等支援基金）

新 私立学校被災児童生徒等授業料減免事業 １３

（私立学校が実施する被災した児童生徒等の授業料減免に対する支援）

・補助対象：幼稚園、小・中・高・中等教育学校、専修・各種学校

・補 助 率：９／１０（高校生修学・被災児童生徒就学等支援基金）、学校１／１０

拡 スクールカウンセラー配置事業 ５７

（公立小・中・高等学校へのスクールカウンセラー派遣の拡充）

・スクールカウンセラーの派遣

小学校４９６校、高等学校７３校

※当初予算計上分とあわせて公立小中高校全校に派遣

・スーパーバイザーの派遣

経験豊富なカウンセラーによる専門研修会（１０回程度）等を実施

拡 自殺対策緊急強化事業 ３４

（原子力発電所事故対応や風評被害などに苦しむ被災者の心のケアの拡充）

・内容：被災地等への臨床心理士派遣、ゲートキーパー養成研修、市町村や民

間団体の取組への支援、各種啓発活動 など

拡 いばらき木づかいの家推進事業 １０

（地域材使用住宅に対する支援事業に被災者支援枠を新たに設定）

・補助対象：震災により半壊以上の被害を受け住宅を再建する被災者

・補助戸数：５０戸（被災者支援枠）

・補 助 率：定額（上限２００千円／戸）
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○ 産業復興支援 ２９，１５０

一般会計分 ２９，１４０

拡 中小企業融資資金貸付金 ２８，３３３

（東日本大震災復興緊急融資枠の拡大（融資枠７５０億円→１,６００億円））

・融 資 枠：８５０億円（新規融資枠）

・限 度 額：設備８,０００万円、運転８,０００万円、併用８,０００万円

・融資利率：年１.２～１.５％

・保証料率：０.７％

拡 中小企業信用保証料助成 ７５５

（東日本大震災復興緊急融資枠の拡大に伴う信用保証料に対する助成）

・直 接 被 害：県信用保証協会の保証料の１００％を県補助

・間接・風評被害：県信用保証協会の保証料の ５０％を県補助

新 産業復興機構設立出資金 ５０

（被災した中小企業等の二重債務対策を行う（仮）茨城県産業復興機構への出資）

・出 資 目 的：債権買取等を行う機構設立による被災事業者の事業再生の促進

・今回出資額：５０億円（最終出資額予定：１００億円）

・県出資割合：１％（中小企業基盤整備機構８０％、金融機関等１９％）

新 輸出入コンテナ貨物利用促進事業（港湾事業特別会計） １０

（茨城港常陸那珂港区における定期コンテナ航路を利用する荷主に対する助成）

・補助対象：内航定期コンテナ航路の利用荷主

新規荷主：新規コンテナ数

既存荷主：前年同期取扱量の１／３又は２／３を上回るコンテナ数

・補 助 率：定額（１TEUにつき１万円、１荷主５０TEU（５０万円）を限度）
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○ 放射線監視体制の強化等 ６７４

一般会計分 １９２

拡 放射線モニタリング体制整備事業 １９２

（監視体制の強化のための空間線量率測定機器、放射能測定機器の整備など）

○環境放射線モニタリングのための機器整備

・固定型モニタリングポスト９台

※その他、国直接整備の可搬型モニタリングポスト（３０台）及び既整備分

（固定型４台、可搬型１台）を活用し、全市町村で高さ１ｍでの監視体制を整備

○環境放射線監視センターの検査体制強化のための機器整備

・ゲルマニウム半導体検出器１台

○牛肉全頭検査のための機器整備

・簡易スペクトロメーター ５台（県中央食肉公社３台、県西食肉衛生検査所２台）

○農林水産物等の測定のための機器整備

・簡易スペクトロメーター ２台（農業総合センター、水産試験場各１台）

○市町村等が行う検査機器整備への支援

・市町村、農業協同組合等（国１／２、事業主体１／２）

○その他

・放射線測定体制強化のための嘱託職員の配置、水産物サンプリング調査費

新 汚泥等保管管理事業（下水道事業会計） ４８２

（下水汚泥及び焼却灰の適切な管理及び処分等のための経費の追加）

・汚泥保管用資機材（保管容器、防護服など）の購入

・保管場所の整備（約１ha：囲い等の設置）

・汚泥等の飛散防止対策（保管容器への封入や運搬作業）等の実施

（２）雇用創出等事業

・ 今回の事業規模：約１１．９億円（雇用人数：８９２人）

うち県事業：約 ５．３億円（雇用人数：４２６人）

平成２３年度補正後累計予算額：約２５７億円（県分約１５５億円）

累計雇用人数：約２万人 （県分約１.１万人）

・ 主な事業

災害関連：事業継続計画(ＢＣＰ)策定支援事業、大洗水族館誘客促進事業、

鹿島臨海鉄道復興・沿線活性化事業

研修・雇用一体型事業：福祉・介護職員確保特別対策事業、看護職員勤務環境向上事業

その他 ：本場結城紬振興プロジェクト支援事業、ＴＸ沿線県有地ＰＲ関連事業
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（３）公共事業 ７，１３４

一般会計分 ６，９６０

・ 国補公共事業 ５，００５

（道路、河川、漁港の災害関連事業及び土地改良事業の増額）

[道路橋梁：１，９３４]山方常陸大宮線（常陸大宮市）ほか５箇所

[河 川：１，０９１]中丸川（ひたちなか市）ほか１６箇所

[漁 港： ９３９]大津漁港(北茨城市)ほか４漁港

[土地改良：１，０４１]横利根川地区(稲敷市)、野曽地区(茨城町)ほか１８箇所

・ 県単公共事業 ＊流域下水道事業会計含む ２，１２９

（災害関連治山事業、国補対象外の災害復旧事業、合併支援道路受託事業の増額）

[災害関連治山：１８９]浅川地区(大子町)、諸沢地区（常陸大宮市）ほか

[災害復旧：１，２１０]《土木》国道１２４号（鹿嶋市）､偕楽園（水戸市）ほか

[災害復旧： ５６]《農林》伊師地区（日立市）、白方地区（東海村）ほか

[流域下水： １７４]霞ヶ浦湖北（土浦市）、霞ヶ浦常南（利根町）ほか

[道路橋梁： ５００]東楢戸・台線（つくばみらい市）

（４）その他

拡 空港駐車場整備事業 ３２

（茨城空港第２駐車場の舗装工事）

・面積２．０ha（全体 ５．４ha）

・台数６３６台（全体１，３２１台）

新 消防救急無線デジタル化共同整備等事業 １４

（消防救急無線デジタル化整備に伴う基礎調査（電波伝搬調査）への支援）

・実施主体：茨城県消防救急無線・指令センター整備推進協議会(４１市町村)

・内 容：基地局やシステムの仕様を決めるために必要な基礎調査

・補 助 率：１／２

※平成２８年度までに無線デジタル化整備とあわせて指令業務を共同運用
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

款 名 補正前の額 今回補正額 計

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３０６，６０８ － ３０６，６０８

地 方 消 費 税 清 算 金 ５４，３２９ － ５４，３２９

地 方 譲 与 税 ３９，８２５ － ３９，８２５

地 方 特 例 交 付 金 ３，０３９ － ３，０３９

地 方 交 付 税 １７６，７００ １，７９３ １７８，４９３

交通安全対策特別交付金 １，１３８ － １，１３８

分 担 金 及 び 負 担 金 ９，９８１ ５０７ １０，４８８

使 用 料 及 び 手 数 料 １１，６１２ ０ １１，６１２

国 庫 支 出 金 １８５，９００ ７，５３７ １９３，４３７

財 産 収 入 ２，５１３ ３ ２，５１６

寄 附 金 １４ １，４５９ １，４７３

繰 入 金 ４９，２１６ ３，０１３ ５２，２２９

繰 越 金 ５００ ２，４９８ ２，９９８

諸 収 入 １５０，３８６ ２８，８３９ １７９，２２５

県 債 １７９，０４２ ５，０１８ １８４，０６０

計 １，１７０，８０３ ５０，６６７ １，２２１，４７０
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

款 名 補正前の額 今回補正額 計

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，８６２ － １，８６２

総 務 費 ４０，７９９ １，８５８ ４２，６５７

企 画 開 発 費 ３３，８２６ ４９ ３３，８７５

生 活 環 境 費 １２，３５６ ２１４ １２，５７０

保 健 福 祉 費 １８４，７３５ ３，１５７ １８７，８９２

労 働 費 １１，４３９ ６５７ １２，０９６

農 林 水 産 業 費 ５１，２６７ ２，２９８ ５３，５６５

商 工 費 ９９，４３７ ２９，２１０ １２８，６４７

土 木 費 ９３，２３７ ３，５６６ ９６，８０３

警 察 費 ６０，３５７ － ６０，３５７

教 育 費 ２７１，６４１ １，０１９ ２７２，６６０

災 害 復 旧 費 ９７，５１９ ８，６３９ １０６，１５８

公 債 費 １３７，４６０ － １３７，４６０

諸 支 出 金 ７４，７１８ － ７４，７１８

予 備 費 １５０ － １５０

計 １，１７０，８０３ ５０，６６７ １，２２１，４７０
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６ 特別会計補正予算
（単位：百万円）

会 計 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

物 品 調 達 ５４ － ５４

競 輪 事 業 １５，３９８ １０８ １５，５０６

公 債 管 理 １４１，３４５ － １４１，３４５

市 町 村 振 興 資 金 １，９７２ － １，９７２

鹿島臨海工業地帯造成事業 ５，７３２ － ５，７３２

母 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 ２２６ － ２２６

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，４００ － ２，４００

中 小 企 業 事 業 資 金 ２，６９７ － ２，６９７

農 業 改 良 資 金 ２８２ － ２８２

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 １０９ － １０９

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

霞 ケ 浦 開 発 事 業 農 業 用 水 負 担 金 償 還 円 滑 化 事 業 ７２３ － ７２３

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 ３６４ － ３６４

港 湾 事 業 ２０，０６４ １７ ２０，０８１

都 市 計 画 事 業 土 地 区 画 整 理 事 業 ２３，５３４ ２１ ２３，５５５

計 ２１４，９７２ １４６ ２１５，１１８

７ 企業会計補正予算
（単位：百万円）

会 計 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ２４，８１７ － ２４，８１７

水 道 事 業 ４１，２５１ － ４１，２５１

工 業 用 水 道 事 業 ２３，１８９ － ２３，１８９

地 域 振 興 事 業 ３，８２２ － ３，８２２

特 定 公 共 下 水 道 事 業 ４，５９８ ５２ ４，６５０

流 域 下 水 道 事 業 １７，２６２ ６０５ １７，８６７

計 １１４，９３９ ６５７ １１５，５９６
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（新規分）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

三の 丸庁 舎解体 三の丸庁舎4階解体等に係る工事請負契約を締結す 平成24年度 218,949千円

工 事 請 負 契 約 る。

県民文化センター復旧 県民文化センターの災害復旧に係る工事請負契約 平成24年度 377,636千円

工 事 請 負 契 約 を締結する。

県立学校仮設校舎 県立水戸第二高等学校及び県立水戸農業高等学校 自 平成24年度 300,511千円

賃 貸 借 契 約 の仮設校舎に係る賃貸借契約を締結する。 至 平成25年度

県立学校施設復旧工事 県立水戸第二高等学校及び県立水戸農業高等学校 平成24年度 79,456千円

設計業務委託契約 施設の災害復旧工事設計業務に係る委託契約を締結

する。

（変更分）

事 項 事 業 内 容 期 間

限 度 額

災 害 対 策 融 資 災害対策融資制度及び小規模企業支援融資制度 自 平成23年度

損 失 補 償 変 に基づき，茨城県信用保証協会が保証した債務に 至 平成35年度

更 よって損失が生じたときは，県がその損失を補償

前 する旨の契約を当該協会と締結する。 725,000千円

同 上

変 同 上

更

後 1,597,000千円

漁業近代化資金等 漁業近代化資金融通法に基づき金融機関が漁業 自 平成24年度

利 子 補 給 変 者等に対し，平成23年度において資金を貸し付け 至 平成37年度

更 たときは，県は当該金融機関に対し利子補給す 融資総額3億円の融資残高に対し，茨城

前 る。 県漁業近代化資金等利子補給金交付要項

第3条に規定する率を乗じて得た額

自 平成24年度

変 同 上 至 平成40年度

更 融資総額8億3千万円の融資残高に対し，

後 茨城県漁業近代化資金等利子補給金交付

要項第3条に規定する率を乗じて得た額

［特別会計］

（新規分）

事 項 事 業 内 容 期 間 限 度 額

取手 競輪 場改修 取手競輪場メインスタンド解体及び選手管理棟耐 平成２４年度 116,563千円

工 事 請 負 契 約 震補強に係る工事請負契約を締結する。
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

（総務課） 改正の内容

茨城県高校生修学支援基金条例

の一部を改正する条例 (1)題名の改正

「茨城県高校生修学支援基金条例｣

東日本大震災により被災し，経 → ｢茨城県高校生修学・被災児童生徒就学等支援基金条例」

済的理由により就学が困難な幼 (2)設置（第１条）

児，児童又は生徒の教育機会の確 「東日本大震災により被災し，経済的理由により就学が

保に資するため，所要の改正をし 困難な幼稚園，小学校又は中学校等の幼児，児童又は生徒

ようとするものである。 の教育機会の確保」を目的として追加

(3)積立額（第２条）

「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」を追加

（施行日 公布の日）

（参考）現在の基金の概要

・設置目的：経済的理由により修学が困難な高等学校等の生徒

の教育機会の確保

・積 立 額：国から交付を受けた高等学校授業料減免事業等支

援臨時特例交付金の額

・実施期間：平成24年３月31日まで

（人事課） 改正の内容

茨城県行政組織条例の一部を改

正する条例 ・茨城港湾事務所の位置

ひたちなか市 → 那珂郡東海村

茨城港湾事務所の移転に伴い，

所要の改正をしようとするもので

ある。

（施行日 平成23年10月６日）

（財政課，政策審議室） 改正の内容

茨城県資金積立基金条例の一部

を改正する条例 茨城県東日本大震災復興基金の設置

・目的及び積立ての額

東日本大震災の復旧及び復興等 東日本大震災の復旧及び復興等に資するため，東日本大震

に資するため，茨城県東日本大震 災に際し県が受け入れた寄付金等を積み立てる。

災復興基金を設置しようとするも

のである。

（施行日 公布の日）
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議 案 内 容

（財政課，住宅課） 改正の内容

茨城県手数料徴収条例の一部を

改正する条例 (1)サービス付き高齢者向け住宅事業の登録制度の創設に伴う

手数料の新設

高齢者の居住の安定確保に関す ・登録申請手数料 10,000円

る法律の一部改正に伴い，所要の ・登録更新申請手数料 10,000円

改正をしようとするものである。 (2)その他所要の改正

（施行日 平成23年10月20日）

（税務課） 改正の内容

茨城県県税条例等の一部を改正

する条例 １現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を

図るための地方税法の一部改正に伴う改正

地方税法の一部改正に伴い，所 (1)個人県民税関係

要の改正をしようとするものであ ・寄附金税額控除の適用下限額の引下げ 5,000円→2,000円

る。 ・肉用牛の売却による農業所得の課税の特例の見直し

売却頭数要件の上限の引下げ（年間2,000頭→1,500頭）

及び適用期限の３年延長

・上場株式等の配当及び譲渡所得に係る税率の軽減措置

（５％→３％）の２年延長

(2)罰則関係

・個人事業税，不動産取得税等に係る不申告に関する過料

の上限の引上げ ３万円以下→10万円以下

・たばこ税及び自動車取得税に係る不申告に関する過料の創設

２東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処

するための地方税法の一部改正に伴う改正

(1)不動産取得税関係

警戒区域内家屋に係る代替家屋を取得した場合に警戒区

域内家屋の床面積相当分に不動産取得税が課されないよう

にするための代替家屋の価格からの警戒区域内家屋の床面

積相当分の控除（土地についても同様の措置）

(2)自動車取得税関係

永久抹消登録等がなされた警戒区域内自動車に係る代替

自動車の取得について，自動車取得税を免除等

(3)自動車税関係

・永久抹消登録等がなされた警戒区域内自動車に係る代替

自動車について，平成23年度から平成25年度までの各年

度分の自動車税を免除等

・永久抹消登録等がなされた警戒区域内自動車について，

警戒区域設定指示日から自動車税の課税客体からの除外

３その他所要の改正

（施行日 公布の日外）
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議 案 内 容

（港湾課） 改正の内容

茨城県の管理する港湾の臨港地

区の分区の区域内における構築物 (1)分区の追加

の規制に関する条例の一部を改正 新たに，分区として「保安港区」の項を追加し，当該区

する条例 域内における禁止構築物を規定

(2)罰則関係

茨城港日立港区に分区として保 ・禁止構築物の建設等に関する罰金の上限額の引上げ

安港区を設けることに伴い，保安 ５万円以下 → 30万円以下

港区の区域内における構築物につ ・両罰規定の追加

いて必要な規制を設ける等，所要

の改正をしようとするものであ （施行日 平成24年１月１日）

る。

（建築指導課） 改正の内容

茨城県風致地区内における建築

行為等の規制に関する条例の一部 ・許可の特例（第３条）

を改正する条例 「独立行政法人雇用・能力開発機構」

→ ｢独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構」

独立行政法人雇用・能力開発機 「茨城県住宅供給公社｣ → 削除

構の廃止等に伴い，所要の改正を

しようとするものである。

（施行日 公布の日）

（病院局） 改正の内容

茨城県病院事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例 ・診療科目等の表（第２条第２項）

県立中央病院の診療科目に「循環器外科」を追加

県立中央病院の診療科目に循環

器外科を追加するため，所要の改

正をしようとするものである。

（施行日 平成23年11月１日）

（高校教育課，特別支援教育課） 改正の内容

茨城県県立学校設置条例の一部

を改正する条例 (1)別表第２（高等学校）

「茨城県立猿島高等学校｣ → ｢茨城県立坂東総合高等学校｣

県立猿島高等学校の校名変更及 (2)別表第４（特別支援学校）

び県立境特別支援学校の新設等に ・「茨城県立境特別支援学校」の名称・位置を追加

伴い，所要の改正をしようとする ・その他の学校について，「養護学校｣ → ｢特別支援学校」

ものである。 に名称変更

（施行日 平成24年４月１日外）
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議 案 内 容

（保健体育課） 改正の内容

茨城県スポーツ推進審議会条例

(1)設置

スポーツ振興法の全部が改正さ スポーツ基本法第31条の規定に基づき，茨城県スポーツ

れたことに伴い，審議会の設置， 推進審議会を置く。

組織及び運営について必要な事項 (2)組織等

を定めるため，茨城県スポーツ振 ・委員の定数：25人以内

興審議会条例の全部を改正しよう ・委員の任命：スポーツに関する学識経験のある者及び関

とするものである。 係行政機関の職員のうちから，教育委員会

が任命する。

・委員の任期：２年

・委員長及び副委員長：各１人

(3)その他，会議の運営等を規定

（施行日 公布の日）

（警務部監察室） 改正の内容

茨城県警察職員の特別ほう賞金

に関する条例の一部を改正する条 (1)題名等の改正

例 「特別ほう賞金｣ → ｢特別褒賞金」

(2)殉職者特別褒賞金の額の特例（第３条第２項）

警察表彰規則の改正を踏まえ， 職員が，上官の命を受けて特に生命の危険が予想される

上官の命を受けて特に生命の危険 地域に出動し，危害を加えられ又は災害を被ることが予断

が予想される地域に出動し，災害 できるにかかわらず，生命の危険を顧みることなくその職

により殉職した警察職員に対し， 務を遂行したことに基づいて危害又は災害を受けた結果死

殉職者特別ほう賞金を授与できる 亡した場合

ようにするため，所要の改正をし

ようとするものである。 （施行日 公布の日）

（林業課，水産振興課） 議案の内容

県が行う建設事業等に対する市

町の負担額について ・地方財政法第27条の規定に基づく市町の負担額

（単位：千円）

平成23年度において県が行う広 事 業 名 負担額 備 考

域漁港整備事業等に対する市町の 林 道 事 業 61,500 常陸太田市外１町

負担について，その額を定めよう 漁 港 事 業 166,971 北茨城市外３市

とするものである。 計 228,471
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議 案 内 容

（農地整備課） 議案の内容

国及び県等が行う土地改良事業

に対する市町村の負担額について ・地方財政法第27条，土地改良法第90条，91条，独立行政法人

森林総合研究所法附則第11条及び独立行政法人水資源機構法

平成23年度において国及び県等 第26条の規定に基づく市町村の負担額

が行う土地改良事業に対する市町 （単位：千円）

村の負担について，その額を定め 事 業 名 負担額 備 考

ようとするものである。 国 営 420,757 稲敷市外14市町

県 営 945,441 水戸市外40市町村

森林総合研究所営 49,589 大子町

水 資 源 機 構 営 242,089 土浦市外12市町

計 1,657,876

（監理課） 議案の内容

県が行う建設事業等に対する市

町村の負担額について ・地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく

市町村の負担額

平成23年度において県が行う河 （単位：千円）

川事業等に対する市町村の負担に 事 業 名 負担額 備 考

ついて，その額を定めようとする 河 川 事 業 62,500 日立市外15市町

ものである。 港 湾 事 業 116,479 日立市外２市村

下 水 道 事 業 708,632 水戸市外29市町村

計 887,611

（道路建設課） 工事の内容

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 一般県道城里那珂線（仮称）那珂川新橋橋梁上

一般県道城里那珂線那珂市戸地 部工事

先の（仮称）那珂川新橋橋梁上部 (2)工事箇所 那珂市戸地先

工事について，常陸太田市箕町10 (3)工事内容 橋梁上部製作・架設工事 Ｌ＝239.8ｍ

75番４ピーシー橋梁株式会社代表 (4)工 期 Ｈ23.10～Ｈ25.６

取締役社長宇佐美雅弘代理人水戸

営業所所長茅根一寿と14億2,359 （参考）（仮称）那珂川新橋の概要

万円をもって，請負契約を締結し 橋長Ｌ＝464.3ｍ，幅員Ｗ＝15ｍ／6.5ｍ

ようとするものである。

（財務課） 工事の内容

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 県立水海道第一高等学校管理・普通教室棟改築

県立水海道第一高等学校管理・ 工事

普通教室棟改築工事について，水 (2)工事箇所 常総市水海道亀岡町地内

戸市吉沢町311番地１株木・染谷 (3)構造規模 地上５階鉄筋コンクリート造

特定建設工事共同企業体代表者株 (4)延床面積 5,222.08㎡

木建設株式会社茨城本店常務執行 (5)工 期 Ｈ23.10～Ｈ24.11

役員本店長木元由孝と８億8,725

万円をもって，請負契約を締結し

ようとするものである。
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議 案 内 容

（道路建設課） 変更の内容

工事請負契約の変更について

(1)変更額等 （単位：千円）

合併支援道路（仮称）八郷・新 既 請 負 額 1,647,450

治線（仮称）朝日トンネル本体工 今 回 変 更 額 △ 66,150

事（石岡工区）について，水戸 変 更 後 総 額 1,581,300

市桜川一丁目５番15号日本国土 (2)変更理由

・キムラ・アレスコ特定建設工 前回（第１回）設計変更では，それまでの掘削状況に応じ

事共同企業体代表者日本国土開 た崩壊防止のための支保構造等の変更を行ったが，掘削を進

発株式会社代表取締役社長工藤 めたところ，想定していた岩質より良い状態であったため，

睦信代理人水戸営業所所長花崎雅 ロックボルトの削減など減額変更が生じたもの

孝と16億4,745万円をもって，請

負契約を締結し工事を実施中のと （参考）合併支援道路（仮称）八郷・新治線（仮称）朝日トン

ころ，トンネル掘削工に変更が生 ネル本体工事（石岡工区）の概要

じたため，6,615万円を減額し， (1)工事箇所 石岡市柴内地内

15億8,130万円をもって，請負契 (2)工事内容 トンネル工事

約の変更をしようとするものであ Ｌ= 1,052ｍ Ｗ=7.5／6.0ｍ
る。 (3)工 期 Ｈ21.12～Ｈ24.３

（環境対策課） 議案の内容

訴えの提起について

(1)提訴の内容

県が発注した大気常時監視自動 本県の大気常時監視自動計測器の入札において相手方が

計測器入札談合に係る損害賠償金 談合を行ったことにより，県が被った損害に係る損害賠償

等の支払を求めるため，裁判所へ 及び遅延利息に相当する金銭の支払を求めるもの

訴えを提起しようとするものであ (2)提訴の相手方

る。 ・東亜ディーケーケー株式会社

・株式会社堀場製作所

・紀本電子工業株式会社

・株式会社島津製作所

Ⅴ 認定事項

事 項 内 容

平成22年度茨城県公営企業会計 議案の内容

決算の認定について

平成22年度公営企業会計決算

地方公営企業法第30条第４項の (1)茨城県病院事業会計

規定に基づき，茨城県病院事業会 (2)茨城県水道事業会計

計外４会計の決算の認定を求めよ (3)茨城県工業用水道事業会計

うとするものである。 (4)茨城県地域振興事業会計

(5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計
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Ⅵ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

（税務課） 改正の内容

茨城県県税条例の一部を改正す

る条例（平成23年６月23日専決処 (1)不動産取得税関係

分） 市街地再開発事業の施行者が，当該事業の施行に伴い取

得した不動産を一定期間内に従前の権利者に譲渡した場合

現下の厳しい経済状況及び雇用 等における納税義務の免除措置の廃止

情勢に対応して税制の整備を図る (2)その他所要の改正

ための地方税法の一部改正に伴

い，所要の改正をしようとするも （施行日 公布の日）

のである。

（高校教育課） 損害賠償の内容

損害賠償の額の決定について

（平成23年８月23日専決処分） (1)損害賠償の額 1,045,154円

(2)事故発生日時 Ｈ22.４.19（月） 13:00頃
県立高萩高等学校で発生したベ (3)事故発生場所 高萩市大字高萩1111番地

ランダの手すりの崩落事故につい 県立高萩高等学校内

て，損害賠償の額を定めようとす (4)事故の概要

るものである。 県立高萩高等学校本館２階のベランダの手すりが崩落し

たことにより,ベランダにいた生徒２名が転落し,負傷した。


